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様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人山梨大学（法人番号9090005001670）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ②  平成２９年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２９年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

山梨大学では、「地域の中核を担う人材、世界で活躍できる人材」の養成を通し、
社会の発展に寄与することを目指し、学長のリーダーシップの下、平成２４年度に生命
環境学部を新設し、医学、工学、農学等が融合した教育研究体制の充実を図るなど、
特色ある世界水準の教育・研究プロジェクトを推進している。

そうした中で、山梨大学の学長は、職員数約2,000名の法人の代表として、経営責任
及び教学責任者としての職務を担っている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬31,814,000円
と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給与額23,175,000円と比べ
てもそれ以下となっている。

山梨大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸給表の俸
給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移
行前と同等以上であると言え、これまでの各年度における業績評価の結果を勘案した
ものとしている。

こうした職務内容の特性や同規模の民間企業役員等との比較を踏まえると、報酬水
準は妥当であると考える。

期末特別手当（６月期・１２月期）において、業績評価等に応じた額の増減を行うこと
としている。平成２９年度においては、評価等の結果、増減すべき事実がなかったとし
て、この措置は行わなかった。

役員の期末特別手当について，0.1月分の引上げを行った。

（法人の長に同じ）

（法人の長に同じ）

（理事（非常勤）に同じ）

改定なし



２　役員の報酬等の支給状況
平成２９年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,626 12,420 4,958 248 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,010 9,132 3,645
182
　50

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,960 9,132 3,645 182 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,010 9,132 3,645
182
　50

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,960 9,132 3,645 182 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,344 8,472 3,720 1,152 （地域手当） 3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

2,460 2,460
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

12,333 8,640 3,449
172
 72

（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,460 2,460
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

E理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

D理事

法人の長

A理事

C理事

前職

A監事

B監事
（非常勤）

E理事

B理事

その他（内容）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

平成２８年度評価結果（国立大学法人評価委員会）において、財務内容
の改善、自己点検・評価及び情報提供、その他業務運営については、中
期計画達成に向け順調に進んでる旨の評価を得たこと及び平成２９年度
監査結果（本学監事）において地域の基幹的大学として「地の拠点」の役
割を果たし、自治体との包括的連携協定の締結や人材養成講座の開講等
により地域の発展に貢献するとともに、強みのある分野で、世界的な水準
の教育研究を推進する大学を目指し、学長の強力なリーダーシップのもと
目標・計画の達成に邁進したとの評価を得ている。

学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
31,814,000円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給
与額23,175,000円と比較してもそれ以下となっている。

山梨大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は
法人化以降前と同等以上であるといえる。

こうした職務内容の特性や同規模の民間企業役員等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考える。

理事は、企画・学術研究・評価産学官連携・内部統制、教学・国際交
流、総務・労務、財務・施設・情報、医療の各担当する職務について学長
を補佐しており、法人の業務を掌理している。

給与については、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
31,814,000円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給
与額23,175,000円と比較してもそれ以下となっている。

山梨大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務内容の特性は
法人化以降前と同等以上であるといえる。

こうした職務内容の特性や同規模の民間企業役員等との比較を踏まえ
ると、報酬水準は妥当であると考える。

給与については、近隣の非常勤理事を採用している大学（信州大学、
浜松医科大学）と比較してもそれ以下となっている。

職務内容の特性や同規模の国立大学法人役員等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考える。

監事は、法人経営、業務運営に関する業務監査及び会計監査を行っ
ている。

給与については、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
31,814,000円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の年間給
与額23,175,000円と比較してもそれ以下となっている。

職務内容の特性や同規模の民間企業役員等との比較を踏まえると、報
酬水準は妥当であると考える。

監事は、法人経営、業務運営に関する業務監査及び会計監査を行っ
ている。

給与については、近隣の医学部を有する大学（信州大学、浜松医科大
学）と比較してもそれ以下となっている。

職務内容の特性や同規模の国立大学法人役員等との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考える。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大
学法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当
であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成２９年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

理事A

監事A
（非常勤）

理事A
（非常勤）

監事A

判断理由

　該当者なし

　該当者なし

　該当者なし

法人の長

理事A
（非常勤）

理事A

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

　該当者なし

　該当者なし

監事A

法人での在職期間

監事A
（非常勤）

期末特別手当（６月期・１２月期）において、業績評価等に応じた額の増減を行うことと
している。平成２９年度においては、評価等の結果，増減すべき事実がなかったとして、
この措置は行わなかった。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成３０年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,373 41.9 6,118 4,485 50 1,633
人 歳 千円 千円 千円 千円

260 44.9 5,535 4,068 59 1,467
人 歳 千円 千円 千円 千円

502 48.8 8,047 5,847 55 2,200
人 歳 千円 千円 千円 千円

409 32.4 4,453 3,305 39 1,148
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 46.6 4,813 3,551 60 1,262
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 47.0 7,456 5,503 64 1,953
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 38.4 6,180 4,584 43 1,596
人 歳 千円 千円 千円 千円

110 38.3 4,814 3,556 47 1,258
人 歳 千円 千円 千円 千円

2

 注：その他医療職種（看護師）については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が

特定される恐れがあることから、人数以外は記載していない。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

うち賞与

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

うち所定内総額
人員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

平成２９年度の年間給与額（平均）
平均年齢

常勤職員

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

技能・労務職種

国家公務員等の給与水準との均衡に十分配慮し，社会的に納得が得られる水準か
ら逸脱しないよう努めている。

勤勉手当において、査定部分（成績率）を設けている。また、昇給制度の中に、職員
の勤務成績に基づいて昇給号俸に差異が生じる仕組みを設けている。

・国立大学法人山梨大学職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、管理職
手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、駐車場手当、単身赴任手当、
初任給調整手当、義務教育等教員特別手当、安全衛生業務手当、特殊勤務手当、
超過勤務手当、宿日直手当、休日給、夜勤手当、期末手当及び勤勉手当）としてい
る。
・平成２９年度では、人事院勧告に基づき改正された国家公務員給与法等に準拠し、
俸給月額の平均0.2％引き上げた。勤勉手当支給率の引き上げについては、昨年度
の国の基準までの引上げを実施し、平成２９年度分の引上げは実施しなかった。



うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

59 45.8 8,721 8,721 39 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

59 45.8 8,721 8,721 39 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

56 40.4 5,671 5,671 10 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

46 37.9 4,796 4,796 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

10 51.6 9,695 9,695 57 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

注：教育職種（大学教員）については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が

特定される恐れがあることから、人数以外は記載していない。

注：常勤職員については、在外職員を除く。

人 歳 千円 千円 千円 千円

113 42.8 3,358 2,637 44 721
人 歳 千円 千円 千円 千円

83 46.3 3,187 2,339 55 848
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 36.5 4,536 3,339 0 1,197
人 歳 千円 千円 千円 千円

20 28.8 3,640 3,640 12 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

2
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.5 3,979 2,899 44 1,080

注：医療職種（病院看護師）及び技能・労務職種については、該当者が２人以下のため、

当該個人に関する情報が特定される恐れがあることから、人数以外は記載していない。

医療職種
（病院医療技術職員）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院医師）

特定施設等特任教員

任期付職員

総額

教育職種
（大学教員）

区分 うち所定内 うち賞与

教育職種
（大学教員）

再任用職員

医療職種
（病院医師）

人員 平均年齢
平成２９年度の年間給与額（平均）

常勤職員
（年俸制）



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均

　代表的職位
人 歳 千円

部長（20） 5 57.1 9,105

課長（30） 27 55.5 7,394

課長補佐（40） 47 53.9 6,482

係長（50） 82 49.0 5,715

主任（60） 15 42.9 5,203

係員（70） 84 32.2 3,899

（教育職員（大学教員））

平均

　代表的職位
人 歳 千円

教授（20） 140 56.1 9,945

准教授（30） 176 48.7 7,952

講師（40） 34 49.5 7,601

助教（50） 145 41.8 6,365

助手（60） 3 41.8 5,639

教務職員（70） 4 49.8 5,397

注：助手及び教務職員の該当者は4名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

年間給与最高額及び最低額は表示していない。

（医療職員（病院看護師））

平均

　代表的職位
人 歳 千円

看護部長（20） 1 -　 -　

副看護部長（30） 4 53.3 6,558

看護師長（40） 28 50.9 6,331

副看護師長（50） 59 40.2 5,303

看護師（60） 317 29.0 4,041

注：看護部長の該当者は1名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、

平均年齢及び年間給与額は表示していない。副看護部長は４名のため、同様に年間給与最高額

及び最低額は表示していない。

分布状況を示すグループ

千円

分布状況を示すグループ

年間給与額

　-　～　-

　-　～　-

（最高～最低）

千円

人員 平均年齢

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））

人員

（最高～最低）
千円

7,281～4,337

5,059～2,814

　-　～　-

　-　～　-

（最高～最低）

11,087～7,996

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

9,606～6,436

7,071～6,034

平均年齢

5,861～4,538

6,940～4,385

12,637～7,845

9,581～6,072

8,386～6,012

年間給与額

6,965～5,661

6,338～3,977

5,919～3,399



④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

59.2 58.4 58.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 40.8 41.6 41.2

％ ％ ％

         最高～最低 48.6～37.4 49.7～37.5 48.6～37.5

％ ％ ％

60.4 60.1 60.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.6 39.9 39.8

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～33.6 44.9～33.5 44.8～33.7

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

57.4 58.9 58.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.6 41.1 41.8

％ ％ ％

         最高～最低 52.0～37.7 50.7～37.3 51.1～37.8

％ ％ ％

60.3 60.2 60.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.7 39.8 39.8

％ ％ ％

         最高～最低 48.9～35.6 44.9～35.9 45.5～36.4

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低

％ ％ ％

60.1 60.1 60.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.9 39.9 39.9

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～35.4 44.9～36.0 44.8～35.9

 注：医療職員（病院看護師）における管理職員は１人のため、当該個人に関する情報が特定される恐れがある

ことから記載していない。

一律支給分（期末相当）

管理
職員

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

賞与（平成２９年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

（事務・技術職員）

（医療職員（病院看護師））

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　87.6　

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収倍率を基礎に、平成２９年度の

教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

（文部科学大臣の検証結果）
　給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から
給与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めて
いただきたい。

項目

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　 　91.4

　給与水準の妥当性の
　検証

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（参考）対他法人　　　　　　　95.2

・年齢・地域勘案　　　　　　　 86.7

内容

内容

（法人の検証結果）【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合
27.53 ％】
（国からの財政支出額9,796,653千円、支出予算の総額 35,575,685千円：
平成29年度予算）
【管理職の割合　4.3％（常勤職員数1947名中 84名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　59.0％（常勤職員数2,023名中1,206名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額　50.8　％】
（支出総額 33,490百万円、給与・報酬等支給総額　17,033百万円：平成28
年度決算）
（法人の検証結果）
上記に示す当法人の比較指標は、適正な水準の範囲内であると判断す
る。

（法人の検証結果）【国からの財政支出】
　上記の表における記載と同じ
（法人の検証結果）
　上記の表における記載と同じ

・年齢勘案　　　　　　　　　  　95.9

・年齢勘案　　　　　　　　　　　80.1
項目

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 81.2

・年齢・地域勘案　　　　　　　98.6
・年齢・学歴勘案　　　　　　　95.4
・年齢・地域・学歴勘案　　　 99.8

講ずる措置 　引き続き適正な給与水準の維持に努めていく。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　87.1

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　引き続き適正な給与水準の維持に努めていく。

対国家公務員
指数の状況



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他
特になし

9,713,585 9,726,839

区　　分

給与、報酬等支給総額

退職手当支給額
883,122 850,574

非常勤役職員等給与
4,694,342 5,023,546

17,761,256

2,082,211 2,160,297
福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

最広義人件費
17,373,260

勤勉手当において、査定部分（成績率）を設けている。また、昇給制度
の中に、職員の勤務成績に基づいて昇給号俸に差異が生じる仕組みを
設けている。

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２９年１１月１７日閣議決定）
に基づき以下の措置を講ずることとした。

平成２９年度は、人事院勧告に基づき改正された国家公務員給与法等に準拠し、
俸給月額を平均0.2％引き上げた。勤勉手当については、平成２８年度に規程改
正を行わず、一時金支給で対応したが、平成２９年度は、昨年度の国の基準まで
の引上げの実施にとどめ、平成２９年度分の引上げは実施しなかった。

役職員の退職手当について、平成３０年３月１日から、国と同様の引き下げを
行った。

なお、退職手当の引き下げについては、不利益変更となるため、職員に対する
説明会の開催等の必要があり、措置の開始時期は国家公務員に係る措置時期
（平成３０年１月１日）と異なる扱いとなった。

（事務・技術職員）
・22歳（大卒初任給）

月額 178,200円 年間給与 2,642,000円
・35歳（主任）

月額 284,100円 年間給与 4,758,000円
・50歳（課長補佐）

月額 363,400円 年間給与 6,143,000円

（教育職員（大学教員））
・27歳（助教 博士修了１年目）

月額 287,200円 年間給与 4,340,000円
・35歳（助教）

月額 315,200円 年間給与 5,441,000円
・50歳（准教授）

月額 438,300円 年間給与 7,412,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子一人につ
き10,000円）を支給


